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１．はじめに 

地球環境問題は世界の主要課題であり，わが国では

京都議定書発効の地，そして 2008年夏の北海道洞爺湖

サミット開催国として，課題解決に向けて率先した取り

組みが期待されている．わが国のCO2排出量の約2割の

原因となっている運輸・交通部門においては，自動車交

通から公共交通への転換による温暖化ガスの抑制の必要

性が叫ばれているが 1)，そのためには自動車交通の抑制

策と合わせて公共交通サービスの向上策を総合的に進め

ていく必要がある．欧米諸国では LRT（Light Rail 

Transit：次世代型路面電車及び運行システム）を中心

としたパッケージ型交通施策の導入が活発に行われてお

り，その効果や有効性が報告されているところである 1)．

一方，わが国では 2005年度に「LRTシステム整備費補

助」が新設され，2006年に富山市で導入が実現してい

るものの，遅々として導入する都市が続いていないのが

現状である． 

本論文は，LRT導入が活況を呈しているフランスにお

ける動向を整理し，なぜフランスではLRT整備が進んで

いるのかについて，都市の特性や環境意識の視点からそ

の要因を考察したものである．具体的には，フランスに

おけるLRT導入済及び建設中・計画中の都市へのアンケ

ートや現地ヒアリング，ミュールーズ（仏）と富山市に

おける世帯アンケート及び利用者アンケートを実施した

結果にもとづき，フランスにおけるLRT整備の動向や政

策目的，LRT導入都市の特徴，LRT導入前後の市民・利

用者の意識変化及びフランスと日本との違いの観点から

分析を行った．そして，これらの分析結果を踏まえ，ま

た社会合意形成の制度や仕組みについても言及しつつ，

フランスにおいてLRT整備が進む要因について考察した． 
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２．フランスにおけるLRT整備の動向 

（１）LRT整備の動向 

フランスでは 1900年前後から建設された路面電車が

1950年代から急速に廃止されたが，1980年以降の公共

交通復権の流れの中で，1985年のナントを皮切りに，

1999年までに6都市，2000－2004年で7都市，2005年

－2007年で8都市においてLRT導入が進み，現在では

21都市で運行されるに至っている．また，2008年以降

も６都市においてLRTが導入される予定である．2), 3)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-１ フランスにおけるLRT整備の動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-2 LRT開業時期別都市数(予定を含む) 
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（２）フランスのLRT導入都市とわが国の都市の比較 

(1)でみたようにフランスの都市では，LRTの導入が

急速に進んでいるが，過去においては，わが国と同様に

モータリゼーションの進展に伴い路面電車が多くの都市

で廃止された経緯がある． 

現在，わが国の都市においても，LRTの導入の検討が

なされているものの，導入のための技術的，空間確保，

市民合意，関係者の協議などの問題などにより，新たな

LRT路線の実現に至っていない状況である． 

ここでは，導入が進みつつあるフランスの諸都市とわ

が国の都市の特性をマクロな視点で比較し，わが国の都

市への導入可能性について考察する． 

①人口規模・市街地人口密度の比較 

フランスのLRT導入都市（パリを除く）の人口規模を

見てみると，マルセイユの80万人都市の他は，20－50万

人が７都市，30万人以下が22都市となっており，人口規

模でみると，30万人以下の規模に満たない都市において

導入が進んでいることがわかる． 

つぎに，LRTを導入しているフランスの都市規模と人

口密度を，日本の都市と比較する．ここで，日本のとし

については，人口30万人以上，100万人未満の年を対象

としている．これは，現在わが国でLRTが導入済みまた

は，導入が計画されている都市規模から判断している．

なお，フラスの諸都市は，面積規模が日本と比べると小

さく，コンパクトであることから，日本の都市のDID地

区人口・密度との比較としている． 

日本で路面電車が導入されている，熊本市，岡山市は，

フランス諸都市と比べても人口規模・人口密度ともに大

きく，豊橋市，富山市などは同程度となっている．また，

他の諸都市の人口規模，人口密度ともにフランス諸都市

に比べ大きい． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 LRT導入都市の人口*1 

               *1：フランスの都市は市人口の数値 

 

また，ミュールーズ，ストラスブール（フランス）

の２都市について，LRTの路線位置と地区別の人口密度

を示した図を図-5に示す．この図が示すように，市の中

心部を中心におおむね人口密度が2,000人/km2以上の地

区に沿って，LRTの路線が整備されていることがわかる． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②人口密度と乗車数 

 LRTを導入しているフランスの都市について，人口

と乗車人数の関係を図6に示す．図6が示すように，

人口規模と乗車人数がおおむね正の相関があり，人

口30万人程度で，20万人/日の乗車人数となっている．

わが国のLRT導入都市の富山市，熊本市，岡山市の

LRT乗車人数と比較すると，フランス諸都市における

乗車人数が大きいことが特徴となっている． 

それぞれの都市の公共交通サービス状況により，公

共交通の利用状況が異なり，一面的な評価はできな

いが，LRTの路線位置，サービス水準の設定などを工

夫することで，LRTに関する需要を顕在化することが

期待できることを示している． 
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図-4 LRTを導入しているフランスの都市人口 

ｽﾄﾗｽﾌﾞｰﾙ（人口27.3万）

図-5 地区別人口密度とLRT路線位置 

ﾐｭｰﾙｰｽﾞ（人口11万人） 
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図-6 乗車人数と人口*2 

*2：日本の都市は DID 地区内の数値 

 (３)LRT導入の政策目的 

LRT導入時の政策目的について，2005年の調査 4)によ

ると，導入済み10都市，建設･計画中９都市へのアンケ

ートの結果，図4,5のような回答が得られている 5)． 

政策の重要度としては，「交通」がトップであるも

のの，｢社会福祉政策｣，｢中心市街地活性化｣，｢地球・

地域環境保全｣についても高い得点となっており，交通

サービスの改善とともに，まちの活性化，社会福祉，環

境面での効果が期待されていることがわかる．なお，こ

こでの社会福祉政策とは高齢者等への対策だけでなく，

社会格差の是正（貧困層への低廉なモビリティ提供，富

裕ゾーンと貧困ゾーンの連結）といった内容も含まれる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 LRT導入の政策目的別重要度 

 

４． 環境意識に関する分析 

（１）概要 

LRTの導入を中心としたパッケージ型交通施策の導入

は，まちのイメージ・景観の向上，まちの活性化，総合

的な都市の魅力向上に効果を発揮していることは，フラ

ンスのLRT導入都市や富山市の現状から確認できるが，

ここでは，それが市民の環境意識にも影響を及ぼしてい

るという仮説のもと，ミュールーズ（仏）と富山市で実

施したLRT導入前後の世帯調査結果から検証をおこなっ

た．各都市の世帯調査の概要は表-1のとおりである． 

表-1 ミュールーズ，富山の世帯調査 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

（２）環境意識の都市比較 

クルマ通勤者の環境意識を，ミュールーズと富山の

事後調査から比較すると「クルマの移動は環境に良くな

い」という“クルマに対する意識（重要性認知”に大き

な差異が見られた．これは，京都議定書の批准に対する

ＥＵの取り組みからもわかるが，ヨーロッパの都市と日

本の地方都市との差を表していると言える．なお，電話

インタビューと調査票配布という調査手法による差異も

考慮すべき点である．この差が，ヨーロッパのLRTと日

本の路面電車の利用者数の差4)に表れていると考えられ

る． 

クルマの移動は環境によくないと思う
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図-8 「クルマに対する意識」の都市比較 

 

次に，「クルマ利用を控えよう」という“クルマ利

用抑制の行動意図”と，「クルマ利用を控えている」と

いう“クルマ利用抑制行動の自己報告値”をみると，ミ

ュールーズでは，「クルマ利用を控えよう」と思う比率

と実際に「クルマ利用を控えている」比率が約25%で等

しく，クルマ利用抑制の行動意図と実際の利用抑制が合

致している．これに対して富山では，「クルマ利用を控

えよう」と思う比率，約15%に対して，実際に「クルマ

利用を控えている」のは，僅かに約5%であり，行動意図

と実際の行動に大きな乖離が見られた． 
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図-9 「クルマ利用抑制の行動意図」の都市比較 
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Strasbourg
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Nantes

調査対象都市 ミュールーズ（仏） 富山（日本）
事前調査（年次，サンプル数） 2005年(412) 2005年(753)
事後調査（年次，サンプル数） 2007年(476) 2007年(488)

調査手法 電話インタビュー調査
ポスティング配布・

郵送回収
調査項目（共通） ①個人属性

②住居について
③公共交通の利用について
④日常の移動
⑤交通機関選択に対する選好意識
⑥最近の交通行動（指定した平日・休日）
⑦景観・バリアフリーイメージ
⑧環境意識・健康意識
⑨都市のイメージ
⑩LRTが有する価値（事後調査のみ）

※上記以外に，2005年にLRT導入都市としてストラスブール（仏）でも調査を実施．
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図-10 「実際のクルマ利用抑制行動」の都市比較 

 

（３）LRT導入による環境意識の変化 

実際にLRTが導入された富山について，事前・事後の

環境意識と実際の行動をクルマ通勤者とクルマ以外通勤

者（ともに免許保有者）で比較した．「クルマの移動は

環境に良くない」という“クルマに対する意識”は，事

前・事後，通勤手段で大きな差は見られないが，実際に

「クルマ利用を控えている」では，クルマ通勤者・クル

マ以外通勤者ともに，事前に対して事後では約2倍に増

加している．しかし，クルマ通勤者のその比率は小さい． 

クルマの移動は環境によくないと思う（富山）
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図-11 「クルマに対する意識」の前後比較（富山） 
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図-12 「実際のクルマ利用抑制行動」の前後比較（富山） 

 

これらの結果から得られた知見は，①環境問題に積

極的に取り組んでいるヨーロッパの都市と，過度にクル

マに依存している日本の地方都市では，「クルマの環境

に対する重要性認知」と実際の「クルマ利用抑制行動」

に大きな開きがあること，②富山では，LRT導入により，

通勤者（クルマを利用する・しないに関わらず）の「ク

ルマの環境に対する重要性認知」の程度は変わらなかっ

たが，実際のクルマ利用抑制行動には，比率にして約2

倍に増加し，国内発のLRT導入の効果がみられた，とい

うことである． 

 

５．まとめ 

フランスでは，国民の移動を保障する「交通権」の

理念の下に国内交通法（LOTI法）が1982年に制定され

たことにより，LRTやバス等の公共交通網が整備され，

その後「大気およびエネルギーの合理的利用に関する

1996年法（LAURE法）」や2000年の「都市連携再生法

（SRU法）」によって，自動車交通の抑制と公共交通・

自転車・徒歩の利用促進，都市交通計画と都市計画の一

体化・総合化が推進されてきた．また，LRT等公共交通

整備の財源として，国の補助金の他に，企業からの交通

税（VT）を導入したこともLRT整備を大きく後押しして

きた．また，フランスにおいてはLRT導入決定から工事

着工までに要する合意形成期間は平均４～５年といわれ

ており 5)，わが国の鉄軌道等事業と比べてかなり短い．

フランスではLRT整備が選挙の公約として掲げられ，首

長の在任期間中にLRTを完成させようという政治的リー

ダーシップや，事前協議（コンセルタシオン），公的審

査といった市民参加手続きが法制度として整っているこ

とが要因と考えられる． 

本稿では，フランスにおける環境意識の重要性認知

度が日本（特に，地方都市）に比べて非常に高いことが

知見として得られたことを示した．わが国と同様に一時

期廃止された路面電車をLRTとして復活してこられた背

景には，この市民の環境に対する意識の高さが，地方選

挙やプロジェクトの社会合意形成に少なからず影響を及

ぼしていると言えるのではなかろうか．また，フランス

ではLRT導入に併せて，歩行者ゾーンの整備やオープン

カフェの設置など中心市街地の活性化施策や，道路空間

のバリアフリー化等の福祉政策へ取り組むことによって，

都市の魅力と賑わいを創造している．このような成功事

例を次々とつくってきたことも後発の都市でのLRT整備

を大きく推し進めてきた要因といえよう． 
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